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◆人事部門でも進む AI の活用 

現在、AI の普及が急速に進んでいます。企業におい

ても、従業員が業務上 AI を利用する場面が増えている

でしょう。この動きは、企業の人事部門（①採用、②

人材配置、③人材育成、④労務管理）においても例外

ではありません。大企業を中心とした例になりますが、

日本経済団体連合会（経団連）より、HR 部門におい

て AI 等を活用している企業やシステム開発事業者へ

のヒアリングを実施（回答企業 75 社）した報告書が

公表されています。 

   

◆どのような場面で使われているのか  

同報告書によれば、HR 部門での活用状況をみると、

「採用」（25 社）が一番多く、その具体的内容とし

ては「応募者スクリーニング」（15 社）を挙げる企

業が多くなっています。次いで多い「労務管理」（22

社）の具体的内容では「労務相談の一次対応」（19

社）が多く、さらに「人材育成」（20 社）では、「面

談サポート」（14 社）が多い結果となっています。 

 

◆企業によるガバナンス体制の構築が必要 

同報告書ではHR部門におけるAI等の活用の大前提

として、「HR 部門での AI 活用はあくまで人間の意思

決定のサポート機能として活用することが肝要」とさ

れ、求められる対応として、「適切に対応するための

ガバナンス体制の構築が必要」とされています。 

労働力不足の中、今後一層、業務における AI 利用が

進むと予想されます。様々なリスクに対応するために

も、企業が主導しての社内 AI 利用体制の整備が必要に

なってくるでしょう。 

【参考】 

経団連「HR 部門における AI 等の活用に関する報告書」 

https://www.keidanren.or.jp/policy/2026/016.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
◆具体的な内容 

令和８年７月から、民間企業における障害者の法定

雇用率が現行の2.5％から2.7％へ引き上げられます。

障害者を雇用しなければならない対象事業主の範囲も、

現行の常時雇用労働者数 40.0 人以上から 37.5 人以

上へと拡大されます。 

法定雇用率を満たすかは、毎年６月１日時点の障害

者雇用状況報告をもとに確認されます。つまり、令和

８年６月１日時点の報告は現行の法定雇用率に基づき

確認されますが、令和９年６月１日の報告では引上げ

後の法定雇用率に基づき確認されるため、新たに対象

となる企業では、約１年後の報告を見据えた対応が求

められます。 

 

◆企業に対する支援策 

支援制度としては、高齢・障害・求職者雇用支援機

構（JEED）の障害者雇用納付金関係助成金が代表的

です。 

本助成金は、障害者の新規雇入れや雇用継続を行う

上で施設・設備の整備等や適切な雇用管理を図るため

の特別な措置を行わなければ困難であると認められる

場合に支給され、次の８種類があります。 

 

人事部門の AI 活用 

経団連「HR 部門における AI 等の活用に関する報告書」

より 

令和８年７月から 

障害者の法定雇用率が引き上げられます 
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・障害者作業施設設置等助成金 

・障害者福祉施設設置等助成金 

・重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金 

・障害者介助等助成金 

・職場適応援助者助成金 

・重度障害者等通勤対策助成金 

・障害者雇用相談援助助成金 

・障害者能力開発助成金 

 

要件や手続きなどの詳細はパンフレット「障害者雇

用納付金関係助成金のごあんない」もしくは助成金別

の案内パンフレットをご覧ください。 

法改正への対応とあわせ、無理のないかたちで障害

者雇用を進めるためにも、早めの情報収集と準備を心

掛けましょう。 

【参考】 

障害者の法定雇用率引上げと支援策の強化について（厚労省） 

https://www.mhlw.go.jp/content/001064502.pdf 

助成金（JEED） 

https://www.jeed.go.jp/disability/subsidy/index.html 

 
 

 
◆違法・有害情報に関する相談は高止まり傾向 

総務省がまとめたインターネット上の違法・有害情報

に関する報告書によると、違法・有害情報相談センタ

ーに寄せられた令和６年度の相談件数は 6,403 件で、

令和５年度の 6,463 件に引き続き高止まり傾向にあ

ります。 

相談者の属性は「個人」85.2％、「個人事業主」8.2％、

「企業・団体」5.7％と、個人の割合が圧倒的に多く

なっています。 

 

◆カスハラ対策の観点から押さえておくべきこと 

一方で、今年 10 月から企業にはカスタマーハラスメ

ント対策を講じることが義務とされます。 

厚生労働省の『カスタマーハラスメント対策企業マニ

ュアル』では、「SNS／インターネット上での誹謗中

傷型」のハラスメント行為への対応例として、ホーム

ページ等の運営者への削除請求や発信者情報の開示請

求を挙げていることから、自社が誹謗中傷の被害にあ

ったりプライバシーを侵害するような情報が掲載され

たりした場合に備えて、方法を確認しておくとよいで

しょう。 

 

◆法務省が手引きを公表 

法務省が４月 15 日に公表した『インターネット上の

誹謗中傷書き込み削除依頼の手引き』には、Google

や LINE ヤフー、Instagram や Facebook などを運

営する Meta といった主なプロバイダ、サーバの管

理・運営者ごとに、自ら削除依頼を行う場合の手順が

掲載されています。「削除依頼フォーム」のどの項目を

クリックするのか、どの選択項目にチェックを入れる

のかなどが解説されており、削除依頼のメールテンプ

レートも掲載されています。ダウンロード等して保存

しておくとよいでしょう。 

【参考】 

「インターネット上の誹謗中傷書き込み削除依頼の手引き」 

https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken88.html 

 
 
 

気象庁は４月 17 日、最高気温 40℃以上の日の名

称を「酷暑日」に決定すると公表しました。 

近年、夏に 40℃を超える気温が観測されることが

珍しくなくなりました。厚生労働省の「職場における

熱中症防止のためのガイドライン」には、計画的に暑

熱順化期間を設ける必要性が明記されており、早くか

ら対策を始めることが重要です。 

 

◆暑熱順化プログラム 

暑さが本格化する前に、計画的に暑熱順化期間を設

けて徐々に熱に慣らし暑熱環境に適応させることによ

り、熱中症リスクを大きく軽減できます。 

暑熱順化の方法としては、７日以上かけて暑熱環境

での身体的負荷を増やす、作業時間を調整して次第に

長くする、などが挙げられます。 

暑熱順化は休暇等のため熱へのばく露が中断すると

喪失が始まるため、以下の場合は、作業従事者が暑熱

順化していないことに、特に留意する必要があります。 

①気温等が急に上昇した高温多湿作業場所で作業

を行う場合 

②新規入職者などが新たに当該作業を行う場合 

③作業従事者が長期間、当該作業場所での作業か

ら離れ、その後再び当該作業を行う場合 等 

 

早めの熱中症対策で酷暑日に備えましょう 

インターネット上で自社に対する誹謗中傷

の書込みを見つけたら？ 
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昨年より職場の熱中症対策が義務化され、今年はそ

の対象がスポットワーカーなどにも拡大されました。

加えて、熱中症の重篤化による死亡災害の防止だけで

なく、予防策により発生そのものを抑えることが、夏

場の労働災害防止に繋がるとして、ガイドラインは策

定されています。 

上記暑熱順化プログラムや、労働者の年齢・基礎疾

患等を踏まえた作業時間の短縮など、社内ルールから

見直すことが肝心です。 

【参考】 

「職場における熱中症防止対策に係る検討会」の報告書等を公

表します（厚生労働省） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_71721.html 

 
 

 

１日 

○ 労働保険の年度更新手続の開始 

＜7 月 10 日まで＞［労働基準監督署］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付 

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付 

［郵便局または銀行］ 

30 日 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付 

＜第 1 期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

雇入時及び毎年一回 

○ 健康診断個人票［事業場］ 

 

 

 

 

 
 

雨のシーズンが近づいてきています。 

雨が続くとなかなか気持ちも晴れませんが、美味しい

ものを食べるなどして気分転換をしつつ乗り越えてい

きたいと思います。 

今月も最後までお読みくださり、ありがとうございま

した。（R.O） 

 

 

 

 

【松下幸之助さん、「道をひらく」より②】 

３月にご紹介をした書籍で、その時には「素直に生き

る」ということで素直さについて書かれている内容が

胸に残りご紹介をしました。 

今日は同じ書籍の中で、自分の胸に刺さった別のお話

をご紹介します。 

 

「真剣に叱られる」 

 

この中で、「（自分に非があることを認めていても）叱

られたくない」「叱らないに越したこともない、という

のも人情」として、人の感情に一定の理解を示しつつ、

叱り叱られないことで、「ものの見方考え方が甘くな

る」「弱さ/もろさが生まれてくる」ということが書か

れています。 

そしてそこから、「真剣に叱る叱られる」ということ

は、「人情を越えた人間としての一つの大事なつとめで

はないか」と投げかけた上で、「叱られてこそ真の値打

ちが出てくる」「叱り叱られることにも、お互いに真剣

でありたい。」と締めくくられています。 

 色々言い訳をして、その場その場で叱ることができ

ていないことがあります。 

所内で話をしたり、この本を読んでそれではいけない

と思い、その場（時間を空けずに）で叱るようにして

います。 

それでも言い方で考えてしまったりすることもある

のでスムーズに出ない時もあるのですが、この点で、

先日目の前が明かるくなるような気付きがありました。 

この事はまた別のブログで紹介します。                 

にしぐち（2026-04-27） 

 

6 月の労務と税務の手続［提出先・納付先］ 

～編集後記～ 

スタッフブログより 
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【心理的安全性って？】 

「心理的安全性」という言葉を耳にする機会が増えま

した。ただ、正直なところ、私自身まだ“完全に理解

できた”とは言い切れません。 

ですが、日々職員さんと関わる中で感じることがあり

ます。例えば、部下がミスを隠さず早めに相談してく

れる職場と、「怒られるかもしれない」と抱え込んでし

まう職場…。 

その違いは上司の能力というより、“話しかけやすさ”

にあるのではないか？そもそも私は話しかけやすい態

度を取っているのか？ 

上司側に悪気はなくても「なんで？」という言葉が、

部下には“責められた”と伝わることもある？悪気が

なければ何と言ってもいいのか？ 

逆に「教えてくれてありがとう」と言われるだけで、

次も相談しようと思えることもあるのだろうか？ 

もちろん、何でも話しそして許すことが心理的安全性

ではないはずです。 

では、「厳しさ」と「安心感」は両立できるのでしょ

うか。 

皆さまはどのようにお考えになりますか。 

おぎの（2026-05-19） 

 

 

【人事評価制度は『作って終わり』ではありません】 

人事評価制度というと、「評価シートを作ること」「賃

金や賞与に反映させること」と考えられがちです。 

もちろん、それも大切な要素です。 

しかし、本当に重要なのは、制度を作った後にどう運

用していくかです。 

せっかく評価制度を導入しても、評価者によって判断

基準がバラバラだったり、面談が形だけになっていた

りすると、社員の納得感は高まりません。 

むしろ「何を見られているのか分からない」「頑張っ

ても評価されない」といった不満につながることもあ

ります。 

人事評価制度の運用支援では、評価基準の整理だけで

なく、評価者への説明、面談の進め方、フィードバッ

クの伝え方まで一緒に確認していきます。 

制度を会社に根付かせるには、社長や管理職が同じ目

線で運用できることが欠かせません。 

 

 

評価制度は、社員を点数で管理するためのものではあ

りません。 

会社が大切にしたい行動や成長の方向性を伝えるた

めの仕組みです。 

「制度はあるけれど、うまく使えていない」と感じる

会社ほど、見直しの余地があります。 

人事評価を、社員のやる気と会社の成長につながる仕

組みに育てていきましょう。 

おおたけ（2026-05-25） 


